


法令の規定の有無 
  有：つくば市税条例 ← 地方税法3条1項 

 「地方団体は、その地方税の税目、課税客体、課税標準、税率そ

の他賦課徴収について定をするには、当該地方団体の条例によら

なければならない。」  

  無：つくば市民の日条例、つくば市名誉市民条例 
 

住民の権利義務にかかわるか否か 
 かかわるもの 
 つくば市自転車等放置防止条例 
 つくば市路上喫煙による被害の防止に関する条例 
 かかわらないもの（内部的事項等） 
 つくば市役所の位置を定める条例、つくば市議会委員会条例 
 つくば市行政組織条例、つくば市職員の給与に関する条例 

 

条例分類の例 



 地方自治法 

第244条の２ 普通地方公共団体は、法律又はこれに基づく政令に特別の定めがあるものを除くほか、公の施設の設置及びその管理に関す
る事項は、条例でこれを定めなければならない。 

３ 普通地方公共団体は、公の施設の設置の目的を効果的に達成するため必要があると認めるときは、条例の定めるところにより、法人そ
の他の団体であつて当該普通地方公共団体が指定するもの（以下本条及び第二百四十四条の四において「指定管理者」という。）に、
当該公の施設の管理を行わせることができる。 

４ 前項の条例には、指定管理者の指定の手続、指定管理者が行う管理の基準及び業務の範囲その他必要な事項を定めるものとする。  

 

 図書館法 

第10条 公立図書館の設置に関する事項は、当該図書館を設置する地方公共団体の条例で定めなければならない。  

第16条 図書館協議会の設置、その委員の任命の基準、定数及び任期その他図書館協議会に関し必要な事項については、当該図書館を設置
する地方公共団体の条例で定めなければならない。この場合において、委員の任命の基準については、文部科学省令で定める基準を参
酌するものとする。 

 

 

 条例 

千代田区立図書館条例 ← 図書館の設置、指定管理者による管理 

千代田区公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例 ← 指定管理者の指定手続等 

つくば市立図書館条例 ← 図書館の設置、図書館協議会の設置等 



• 普通地方公共団体は、義務を課し、又は権利を制限するには、法令に特別の定
めがある場合を除くほか、条例によらなければならない。（１４条２項） 

• 市町村及び特別区は、当該都道府県の条例に違反してその事務を処理してはな
らない。違反して行った行為は、無効。（２条１６項・１７項） 

日本国憲法 
第９４条 地方公共団体は、その財産を管理し、事務を処理し、及び行政を執行する権能を有し、法律の

範囲内で条例を制定することができる。  

地方公共団体の条例制定権の根拠 



○ 条例による財産権規制 

  憲法29条2項 「財産権の内容は、公共の福祉に適合するやうに、法律でこれを定める。」 
 
 
  奈良県ため池条例事件（最判S38.6.36) 

 「ため池の堤とうを使用する財産上の権利を有する者は、本条例１条の示す目的のため、その財産権の行使を殆ど全面的に禁止されることに
なるが、それは災害を未然に防止するという社会生活上のやむを得ない必要から来ることであって、ため池の堤とうを使用する財産上の権利を
有する者は何人も、公共の福祉のため、当然これを受任しなければならない責務を負うというべきである。」 

○ 条例への罰則の委任 

憲法31条 「何人も、法律の定める手続によらなければ、その生命若しくは自由を奪はれ、又はその他の刑罰を科
せられない。 」 

 → 地方自治法14条3項 

 「普通地方公共団体は、法令に特別の定めがあるものを除くほか、その条例中に、条例に違反した者に対し、二年以下の懲役
若しくは禁錮、百万円以下の罰金、拘留、科料若しくは没収の刑又は五万円以下の過料を科する旨の規定を設けることができ
る。」 

○ 租税条例主義 

憲法84条 「あらたに租税を課し、又は現行の租税を変更するには、法律又は法律に定める要件によることを必要
とする。」 

※地方税法 
 （地方団体の課税権） 
第二条 地方団体は、この法律の定めるところによつて、地方税を賦課徴収することができる。 
 
 （地方税の賦課徴収に関する規定の形式） 
第三条 地方団体は、その地方税の税目、課税客体、課税標準、税率その他賦課徴収について定をするには、当該地方団体の条例によらなければならない。 
２ 略 
 
 （道府県が課することができる税目） 
第四条 道府県税は、普通税及び目的税とする。 
２ 道府県は、普通税として、次に掲げるものを課するものとする。ただし、徴収に要すべき経費が徴収すべき税額に比して多額であると認められるものその他特

別の事情があるものについては、この限りでない。 
 一～十 略 
３ 道府県は、前項各号に掲げるものを除くほか、別に税目を起こして、普通税を課することができる。 
４～６ 略 

 

 

 

条例の制定権の範囲① ～条例と憲法の関係～ 



○ 地方自治法 

第１４条  普通地方公共団体は、法令に違反しない限りにおいて第二条
第二項の事務に関し、条例を制定することができる。 

 

条例の制定権の範囲② ～事務の範囲～ 

第２条２項 普通地方公共団体は、地域における事務及び
その他の事務で法律又はこれに基づく政令により処理する
こととされるものを処理する。 
  



○ 古典的法律先占論（過去） 

 法律が明示的または黙示的に対象としている事項については、法律の明示的委任なしに同一目的の条例を制定

することはできない。 

※判例 

 徳島市公安条例事件（最大判昭和50年9月10日） 

「条例が国の法令に違反するかどうかは、両者の対象事項と規定文言を対比するのみでなく、それぞれの趣旨、目的、内容及び効

果を比較し、両者の間に矛盾牴触があるかどうかによってこれを決しなければならない。」 

 
○ 「法令の範囲内で」 ～場合分け～ 
ア）当該事項について規律する法律が存在しない 
  →原則として条例制定できる 
    例）情報公開条例 など 
イ）国の法令で特別な授権や委任がある 
  →授権や委任の範囲内で条例制定できる 
ウ）国の法令が規律している事項と同一の事項について、当該法令と異なった目的で規律を行う 
  →原則として、条例制定できる  
   例）狂犬病予防法と飼い犬取締り条例（広く犬による危害防止） 
エ）「上乗せ」「横出し」 
  →上乗せ・横出しを許容 

 ・上乗せ：国の法令が「一定の範囲・対象」について規制している場合に、条例で「同一の範囲・対象」に対し

て、「より厳しい規制」を行う 
 ・横出し：国の法令が「一定の範囲・対象」について規制している場合に、条例で、「国の法令により規制が行

われていない範囲・対象」を規制 

条例の制定権の範囲③ ～条例と法律の関係～ 



徳島市公安条例事件 



上乗せ・横出しの例 

 食品衛生法 

第１１条 厚生労働大臣は、公衆衛生の見地から、薬事・食品衛生審議会の意見を聴いて、
販売の用に供する食品若しくは添加物の製造、加工、使用、調理若しくは保存の方法に
つき基準を定め、又は販売の用に供する食品若しくは添加物の成分につき規格を定める
ことができる。  

・条例でより厳しい基準・規格を定めることができるか 
（上乗せ） 
・厚労大臣が基準等を定めていない食品について基準を
定めることができるか（横出し） 



条例との関連について言及している法令の例 

【大気汚染防止法】（昭和４３年法律第９７号） 

第４条 都道府県は、当該都道府県の区域のうちに、その自然的、社会的条件から判断して、ばいじん又
は有害物質に係る前条第一項又は第三項の排出基準によつては、人の健康を保護し、又は生活環境を保
全することが十分でないと認められる区域があるときは、その区域におけるばい煙発生施設において発
生するこれらの物質について、政令で定めるところにより、条例で、同条第一項の排出基準にかえて適
用すべき同項の排出基準で定める許容限度よりきびしい許容限度を定める排出基準を定めることができ
る。 

第３２条 この法律の規定は、地方公共団体が、ばい煙発生施設について、そのばい煙発生施設において
発生するばい煙以外の物質の大気中への排出に関し、…条例で必要な規制を定めることを妨げるもので
はない。  

 

【水質汚濁防止法】（昭和４５年法律第１３８号） 

第３条 
３ 都道府県は、当該都道府県の区域に属する公共用水域のうちに、その自然的、社会的条件から判断し

て、第一項の排水基準によつては人の健康を保護し、又は生活環境を保全することが十分でないと認め
られる区域があるときは、その区域に排出される排出水の汚染状態について、政令で定める基準に従い、
条例で、同項の排水基準にかえて適用すべき同項の排水基準で定める許容限度よりきびしい許容限度を
定める排水基準を定めることができる。 

第２９条 この法律の規定は、地方公共団体が、次に掲げる事項に関し条例で必要な規制を定めることを
妨げるものではない。 

 一 排出水について、第二条第二項第二号に規定する項目によつて示される水の汚染状態以外の水の汚 
  染状態（有害物質によるものを除く。）に関する事項  
 二 特定地下浸透水について、有害物質による汚染状態以外の水の汚染状態に関する事項  
 三 特定事業場以外の工場又は事業場から公共用水域に排出される水について、有害物質及び第二条第 
  二項第二号に規定する項目によつて示される水の汚染状態に関する事項  
 四 特定事業場以外の工場又は事業場から地下に浸透する水について、有害物質による水の汚染状態に 
  関する事項 



規則等 

地方自治法 

 第１５条  普通地方公共団体の長は、法令に違反しない限りにおいて、
その権限に属する事務に関し、規則を制定することができる。 

 第１３８条の４第２項 普通地方公共団体の委員会は、法律の定めると
ころにより、法令又は普通地方公共団体の条例若しくは規則に違反し
ない限りにおいて、その権限に属する事務に関し、規則その他の規程
を定めることができる。 

例）警察法第38条 公安委員会規則 

   地教行法 第１４条 教育委員会規則 など 

  

 



資料は主に総務省作成
資料、内閣府作成資料
より作成 











○ 大臣等は法定受託事務を処理するに当たりよるべき
基準を定めることができる（法§245-9） 

１号 本来は国   ２号 本来は都道府県 

自治事務と法定受託事務 



 団体事務（自治事務） 

 地方公共団体の事務 

 公共事務（固有事務）・団体委任事務・行政事務（自治法旧２条２項）の３分類 

 

 機関委任事務 

 地方公共団体の機関が、国（又は他の地方公共団体）の機関として行う事務 

 事務自体は委任した国（又は他の地方公共団体）の事務 

主務大臣の指揮監督に服し（自治法旧150条）、執行を確保するため、これを怠る場
合、職務執行命令訴訟を経て主務大臣が代行（自治法旧151条の2） 

条例の規律対象外、議会の調査権の対象外 

都道府県の事務の7～8割、市町村の事務の3～4割 

 



Ex. 検査、監査、立入検査、命令、
確認 

（法２４５－３②～⑥） 

（法２４５－３①） 

※処理基準（245-9)、並行権限の行使(250-6) 

地方公共団体に対する国又は都道府県の関与① 



 関与の法定主義（法245条の２） 

 国の関与の根拠及び態様は、法律又はこれに基づく政令に定めなければならない。 
  ※関与－地方公共団体の事務処理に関し、国の行政機関等が行う許可、認可等の処

分、届出の受理その他これらに類する一定の行為 
 
 関与の基本原則（比例原則、法245条の３第１項） 

 国又は都道府県の関与は、その目的を達成するために必要な最小限度のものと
するとともに、普通地方公共団体の自主性及び自立性に配慮しなければならない。 

 
 関与の基本類型（関与の一般法主義、法245条の３第２項～６項） 

 国の関与の基本類型は、国と地方公共団体との関係のルールに関する一般法に
定めることとし、技術的助言・勧告、報告徴収、是正措置要求については、直接、一
般ルール法に基づき行うことができるものとする。（法245-4～245-8の類型の関与） 
 
 関与の手続ルール（法246条～250条の６） cf. 行政手続法 

 原則として、書面によることや審査基準、標準処理期間を設定することなど（公正
透明の原則） 
 

地方公共団体に対する国又は都道府県の関与② ～基本原則等～ 



書面主義 
 
許認可等の基準の設定 

 
標準処理期間の設定 

 
理由の提示 

 
届出 

 

 

地方公共団体に対する国又は都道府県の関与③～関与の手続き～ 



 申請に対する処分（行手法第２章） 

 審査基準の作成の義務付け、標準処理期間の作成の努力義務、「受
理」概念の否定、理由の提示 

 

 不利益処分（行手法第３章） 

 処分基準作成の努力義務、聴聞・弁明の機会の付与、理由の提示 

 

 届出（行手法第５章） 

 「受理」概念の否定 

 

 



・２号法定受託事務 

・２号法定受託事務は代執行可 

助言・勧告・是正の要求・是正の勧告・是正の指示の比較 



国地方係争処理委員会・自治紛争処理委員の概要 



 係争処理手続は、国の利用不可。制度創設当時より、国の是正の要求等
へ地方公共団体が応じず、審査の申出もせず、問題が継続する懸念が
あった。 

 こうした事態は、行政の法適合性の原則の観点から問題。地方分権への
障害、地方公共団体の事務処理・国地方関係の不安定要因となるおそれ。 

 地方分権は、事前統制を縮小し、地方の自主性・主体性を高める取組で
あり、事後是正措置を整備することが必要。 

 

 

 国等が是正の要求等をした場合に、地方公共団体がこれに応じた措置を
講じず、かつ、国地方係争処理委員会への審査の申出もしないとき等に、
国等は違法確認訴訟を提起することができることとする。 

国等による違法確認訴訟制度の創設 （H24改正） 



 都道府県知事の権限に属する事務の一部について、都道府県条例の定
めるところにより、市町村が事務処理を行うこととするもの 

 

 特例条例の制定には、あらかじめ市町村長と協議 

 

 対象となる事務 

 ➣都道府県知事の権限に属する事務（252条の17の2①） 

 ➣教育委員会の権限に属する事務（地教行法55条） 

 

 市町村長は、議会の議決を経て、都道府県知事に対し、事務処理の特例
を要請できる 

 

条例による事務処理の特例 





























地方分権改革有識者会議 
 
第１４回（H26.6.6開催） 資料より 
 
http://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/kaigi/kaigikaisai/kaigidai14/k
aigi14gijishidai.html 
 
以下のカテゴリごとに特色ある事例
をとりまとめ。 
・子育て、福祉、健康 
・まちづくり 
・教育、文化 
・生活、安全 
・環境、衛生、 
・産業、雇用、観光 
・住民自治 
・議会 
・推進体制等 
 
 

http://www.cao.go.jp/bunken-suishin/kaigi/kaigikaisai/kaigidai14/kaigi14gijishidai.html
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